
第８期中央教育審議会の審議状況 
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関する作業部会 

○ 第２期教育振興基本計画（平成２５年度～２９年度）のフォローアップを実施中。 
  来春に、第３期教育振興基本計画（平成３０年度～）についても審議開始予定。 

◎ 初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について審議中。 
  平成２７年夏を目途に「論点整理」、平成２８年度中を目途に答申を取りまとめる予定。 

◎ チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について審議中。 
  平成２７年７月に「中間まとめ」を取りまとめ。年内に答申を取りまとめる予定。 

※ ◎は諮問を受けた審議事項、○は諮問事項以外のもの 

○ 文部科学省（大臣決定）の「第３次大学院教育振興施策要綱」（平成２８年度～）の策定に向けた 

  大学院教育の在り方について審議中。平成２７年９月に「審議まとめ」を取りまとめる予定。 

○ 「法曹養成制度改革の更なる推進について」（平成２７年６月３０日法曹養成制度改革推進会議決 
  定）等を踏まえた対応や平成２６年１０月の法科大学院特別委員会提言の検討事項（組織見直し 
  の推進、教育の質の向上、志願者の確保）の具体化などについて審議中。 

○ 大学教育の質保証の充実（認証評価制度の在り方、大学設置基準の見直し等）について審議中。 

◎ 生涯を通じた学びによる可能性の拡大、自己実現及び社会貢献・地域課題解決に向けた環境 
  整備について審議中。平成２７年８月に「中間まとめ」を取りまとめる予定。 
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・ 

教育振興基本計画部会 

◎ 実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化に向け、具体的な制度設計を審議中。 

教員養成部会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ◎ これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について審議中。 

  平成２７年７月に「中間まとめ」を取りまとめ。年内に答申を取りまとめる予定。 

学校安全部会 

実践的な職業教育を行う新たな
高等教育機関の制度化に関する
特別部会 

学習成果活用部会 

学校地域協働部会 
◎ 学校と地域がパートナーとなり、連携・協働体制を築くための地域人材の養成と環境整備について 
  審議中。平成２７年１０月に「審議まとめ」、年内に答申を取りまとめる予定。 

教育課程 
企画特別部会 

チームとしての学校・教職員の 
在り方に関する作業部会 

◎ 今後のコミュニティ・スクールの在り方とその総合的な推進方策等について審議中。 
  平成２７年１０月に「審議まとめ」、年内に答申を取りまとめる予定。 

認証評価機関の認証に関する審査委員会 

・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・ 

・・・・ 

スポーツ庁の設置に伴う「スポーツ審議会」の新設（平成２７年１０月）により廃止予定。 
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資料１ 



中央教育審議会の各部会における「社会に開かれた学校」に係る検討状況

２
 

   社会的・職業的に自立した人間として、伝統や文化に立脚し、高い志と意欲を持って、蓄積された知識を礎としながら、膨
大な情報から何が重要かを主体的に判断し、自ら問いを立ててその解決を目指し、他者と協働しながら新たな価値を生み

出していくための資質・能力を子供たちに育むことが必要。 

 

「これからの学校教育を担う教員の資

質能力の向上について」（教員養成部

会中間まとめ）平成２７年７月１６日 

○ 学校は、「チーム学校」の考え方のもと 

 学校現場以外での様々な専門性を持つ 

 地域の人材と効果的に連携しつつ、教員 

 とこれらの者がチームを組んで組織的に 

 諸課題に対応するとともに、保護者や地域 

 の力を学校運営に生かしていくことが必要。 

○ 新たな教育的課題に対応していくため 

 には、保護者や地域の力を学校運営に生 

 かしていく視点も必要である。学校が地域  

 づくりの中核を担うという意識を持ち、学校 

 教育と社会教育の連携の視点から、学校 

 と地域の連携・協働を円滑に行うための 

 資質を養成していくことも重要。  

 

 

「チームとしての学校の在り方と今

後の改善方策について（中間まと

め）」平成２７年７月１６日 

○ 学校は、複雑化・困難化した課題に 

 対応し、子供たちに求められる力を身に 

 付けさせるため、教職員が心理や福祉 

 などの専門家や関係機関、地域と連携し、  

 チームとして課題解決に取り組むことが 

 必要。 

○ 学校が地域と連携するに当たっては、   

 地域や教育委員会との連絡・調整、校内 

 の教職員の支援ニーズの把握・調整、  

 学校支援活動の運営・企画・総括など 

 の役割を担う者が必要。 

 ⇒学校内において地域との連携の推進を 

 担当する教職員を地域連携担当教職員 

  （仮称）として法令上明確化することを 

 検討。 

 

チーム学校作業部会 
 

「教育課程企画特別部会 論点整理（案）」 

平成２７年８月２０日  

○  子供たちに、新しい時代を切り拓(ひら）いていくために必要な資質・能力

を育むためには、学校が社会や世界と接点を持ちつつ、多様な人々とつ

ながりを保ちながら学ぶことのできる、開かれた環境となることが不可欠。 

○  人口減少下での様々な地域課題の解決に向けても、社会に開かれた学

校での学びが、子供たち自身の生き方や地域貢献につながっていくととも

に、地域が総がかりで子供の成長を応援し、そこで生まれる絆（きずな）を

地域活性化の基盤としていくという好循環をもたらす。  

○  これからの教育課程には、社会の変化に開かれ、教育が普遍的に目指

す根幹を堅持しつつ、社会の変化を柔軟に受け止めていく「社会に開か

れた教育課程」としての役割が期待されている。 このような「社会に開か

れた教育課程」としては、教育課程の実施に当たって、地域の人的･物的

資源を活用したり、放課後や土曜日等を活用した社会教育との連携を図っ

たりし、学校教育を学校内に閉じずに、その目指すところを社会と共有・連

携しながら実現させること。 

○ 「社会に開かれた教育課程」の観点からは、学校内だけではなく、保護者

や地域の人々等を巻き込んだ「カリキュラム・マネジメント」を確立していく

ことも重要。 

○  思考力・判断力・表現力等は、学習の中で、思考・判断・表現が発揮され

る主体的・協働的な問題発見・解決の場面を経験することによって磨かれ

ていく。身に付けた個別の知識や技能も、そうした学習経験の中で活用す

ることにより定着し構造化されていき、ひいては生涯にわたり活用できるよう

な物事の深い理解や方法の熟達に至ることが期待される。 

  また、こうした学びを推進するエンジンとなるのは、子供の学びに向かう

力であり、実社会や実生活に関連した課題などを通じて動機付けを行い、

子供たちの学びへの興味と努力し続ける意志を喚起する必要がある。 

教員養成部会 教育課程企画特別部会 

※ いずれも、前後の文脈等については、次頁以降の参考資料を参照。 



１．２０３０年の社会と子供たちの未来

（１）新しい時代と社会に開かれた教育課程

教育課程企画特別部会　「論点整理（案）」　【関連部分抜粋①】

（「学校」の意義）
○学校とは、社会への準備段階であると同時に、学校そのものが、子供たちや教職員、保護者、地域の人々などから構成される一つの社会でもある。子供たちは、学校も含め
た社会の中で、生まれ育った環境に関わらず、また、障害の有無に関わらず、様々な人と関わりながら学び、その学びを通じて、自分の存在が認められることや、自分の活動
によって何かを変えたり、社会をよりよくしたりできることなどの実感を持つことができる。

○そうした実感は、子供たちにとって、人間一人一人の活動が身近な地域や社会生活に影響を与えるという認識につながり、これを積み重ねることにより、地球規模の問題に
も関わり、持続可能な社会づくりを担っていこうとする意欲を持つようになることが期待できる。学校はこのようにして、社会的意識や積極性を持った子供たちを育成する場なの
である。

○子供たちが、身近な地域を含めた社会とのつながりの中で学び、自らの人生や社会をよりよく変えていくことができるという実感を持つことは、貧困などの目の前にある生活
上の困難を乗り越え、負の連鎖を断ち切り未来に向けて進む希望と力を与えることにつながるものである。

○このように考えると、子供たちに、新しい時代を切り拓（ひら）いていくために必要な資質・能力を育むためには、学校が社会や世界と接点を持ちつつ、多様な人々とつなが
りを保ちながら学ぶことのできる、開かれた環境となることが不可欠である。

○こうした社会とのつながりの中で学校教育を展開していくことは、我が国が社会的な課題を乗り越え、未来を切り拓（ひら）いていくための大きな原動力ともなる。未曽有の大
災害となった東日本大震災における困難を克服する中でも、子供たちが現実の課題と向き合いながら学び、国内外の多様な人々と協力し、被災地や日本の未来を考えてい
く姿が、復興に向けての大きな希望となった。人口減少下での様々な地域課題の解決に向けても、社会に開かれた学校での学びが、子供たち自身の生き方や地域貢献につ
ながっていくとともに、地域が総がかりで子供の成長を応援し、そこで生まれる絆（きずな）を地域活性化の基盤としていくという好循環をもたらすことになる。ユネスコが提唱す
る持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ） も、身近な課題について自分ができることを考え行動していくという学びが、地球規模の課題の解決の手掛かりとなるという理念に基
づくものである。

（社会に開かれた教育課程）
○これからの教育課程には、社会の変化に開かれ、教育が普遍的に目指す根幹を堅持しつつ、社会の変化を柔軟に受け止めていく「社会に開かれた教育課程」としての役
割が期待されている。
　このような「社会に開かれた教育課程」としては、次の点が重要になる。
①　社会や世界の状況を幅広く視野に入れ、よりよい学校教育を通じてよりよい社会づくりを目指すという理念を持ち、教育課程を介してその理念を社会と共有していくこと。
②　これからの社会を創り出していく子供たちが、社会や世界に向き合い関わり合っていくために求められる資質・能力とは何かを、教育課程において明確化していくこと。
③　教育課程の実施に当たって、地域の人的・物的資源を活用したり、放課後や土曜日等を活用した社会教育との連携を図ったりし、学校教育を学校内に閉じずに、その目
指すところを社会と共有・連携しながら実現させること。

○このためには、教育課程の基準となる学習指導要領及び幼稚園教育要領（以下「学習指導要領等」という。）も、そうした「社会に開かれた教育課程」を各学校が編成してい
くことに資するものでなければならない。

参考 

３
  



２．新しい学習指導要領等が目指す姿

（３）育成すべき資質・能力と、学習指導要領等の構造化の方向性について

　②学習活動の示し方や「アクティブ・ラーニング」の意義等

４．学習指導要領等の理念を実現するために必要な方策

（１）「カリキュラム・マネジメント」の重要性

（学校全体としての取組）
○「カリキュラム･マネジメント」については、校長又は園長を中心としつつ、教科の縦割りや学年を越えて、学校全体で取り組んでいく必要がある。そのためには、管理職のみ
ならず全ての教員がその必要性を理解し、日々の授業等についても、教育課程全体の中での位置付けを意識しながら取り組む必要がある。また、学習指導要領等を豊かに
読み取りながら、各学校の子供たちの姿や地域の実状等と指導内容を照らし合わせ、効果的な年間指導計画等の在り方や、授業時間や週時程の在り方 等について、校内
研修等を通じて研究を重ねていくことも考えられる。

○こうした「カリキュラム・マネジメント」については、管理職のみならず、全ての教員が責任を持ち、そのために必要な力を、（中略）教員一人一人が身に付けられるようにして
いくことが必要である。また、「社会に開かれた教育課程」の観点からは、学校内だけではなく、保護者や地域の人々等を巻き込んだ「カリキュラム・マネジメント」を確立していく
ことも重要である。

（「アクティブ・ラーニング」の意義）
○思考力・判断力・表現力等は、学習の中で、（中略）思考・判断・表現が発揮される主体的・協働的な問題発見・解決の場面を経験することによって磨かれていく 。身に付け
た個別の知識や技能も、そうした学習経験の中で活用することにより定着し構造化されていき、ひいては生涯にわたり活用できるような物事の深い理解や方法の熟達に至るこ
とが期待される。

○また、こうした学びを推進するエンジンとなるのは、子供の学びに向かう力であり、実社会や実生活に関連した課題などを通じて動機付けを行い、子供たちの学びへの興味
と努力し続ける意志を喚起する必要がある。

教育課程企画特別部会　「論点整理（案）」　【関連部分抜粋②】
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２．これからの時代の教員に求められる資質能力

４．改革の具体的な方向性

（１）教員の養成・採用・研修を通じた改革の具体的な方向性

　③新たな教育課題への対応

注：アクティブ・ラーニングの充実、ICTを用いた指導法、道徳、英語、特別支援教育など

１．「チームとしての学校」が求められる背景
（２）複雑化・多様化した課題を解決するための体制整備
　（学校が抱える課題の複雑化・困難化）

３．具体的な改善方策
（１）専門性に基づくチーム体制の構築
　③地域との連携体制の整備　　ア　地域連携を担当する教職員
　（活用状況等）

教員養成部会　「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について（中間まとめ）」　【関連部分抜粋】

○一方、学校を取り巻く課題は極めて多種多様である。いじめ・不登校などの生徒指導上の課題や貧困・児童虐待などの課題を抱えた家庭への対応、キャリア教育・進路指
導への対応、保護者や地域との協力関係の構築など、従来指摘されている課題に加え、先に述べた新しい時代に必要な資質・能力の育成、そのためのアクティブ・ラーニン
グの充実や道徳教育の充実、小学校における外国語活動、ICTの活用、インクルーシブ教育システムの構築の理念を踏まえた、発達障害を含む特別な支援を必要とする児
童生徒等への対応、幼小接続をはじめとした学校間連携等への対応など、新たな教育課題も枚挙にいとまがなく、一人の教員がかつてのように、得意科目などについて学校
現場で問われる高度な専門性を持ちつつ、これら全ての課題に対応することが困難であることも事実である。

（改善方策）
・　国は、地域の力を生かした学校教育の充実や学校全体の負担軽減、マネジメント力の向上を図るため、学校内において地域との連携の推進を担当する教職員を地域連
携担当教職員（仮称）として法令上明確化することを検討する。

○そのため、教員は上記のように新たな課題等に対応できる力量を高めていく必要があり、一方で学校は、「チーム学校」の考え方のもと学校現場以外での様々な専門性を
持つ地域の人材と効果的に連携しつつ、教員とこれらの者がチームを組んで組織的に諸課題に対応するとともに、保護者や地域の力を学校運営に生かしていくことが必要で
ある。このため教員は、校内研修、校外研修など様々な研修の機会を活用したり自主的な学習を積み重ねたりしながら、学校作りのチームの一員として組織的、協働的に諸
課題の解決のために取り組む専門的な力についても醸成していくことが求められる。

　子供たちや学校が抱える課題を解決し、子供たちの豊かな学びを実現していくためには、コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）や学校支援地域本部等の仕組みを
活用して、社会総掛かりでの教育を進めていくことが重要である。

　学校が地域と連携するに当たっては、地域や教育委員会との連絡・調整、校内の教職員の支援ニーズの把握・調整、学校支援活動の運営・企画・総括などの役割を担う者
を置くことが効果的である。　（中略）

　学校が抱える課題は、生徒指導上の課題や特別支援教育の充実など、より複雑化・困難化し、心理や福祉など教育以外の高い専門性が求められるような事案も増えてきて
おり、教員だけで対応することが、質的な面でも量的な面でも難しくなってきている。　（中略）

　学校は、複雑化・困難化した課題に対応し、子供たちに求められる力を身に付けさせるため、教職員が心理や福祉などの専門家や関係機関、地域と連携し、チームとして課
題解決に取り組むことが必要である。

○なお、こうした新たな教育的課題（注）に対応していくためには、保護者や地域の力を学校運営に生かしていく視点も必要である。学校が地域づくりの中核を担うという意識
を持ち、学校教育と社会教育の連携の視点から、学校と地域の連携・協働を円滑に行うための資質を養成していくことも重要である。

チーム学校作業部会　「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（中間まとめ）」　【関連部分抜粋】
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